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コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 3

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　18年度交付税 　Ⅰ－ 4

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 547)

　　　 産    　業　    構　    造 決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財 経常収支

　　　　人　　　　口 千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円 比率　％

89,769人 人 人 地　　方　　税 7,882,628 7,882,628 51.5人    件    費 4,919,218 19.8 4,730,534 4,494,252 29.4(31.3)

平成12年 86,744人 就 H17年 　 ％ 　   ％ 　     ％ 地 方 譲 与 税 693,835 693,835 4.5  うち職員給 3,358,681 13.5 3,358,681 ‐ ‐

 増 減 率 3.5％ 4,559 業 国調 15.4 83.7 利子割交付金 19,408 19,408 0.1扶    助    費 5,576,954 22.4 1,957,264 1,957,264 12.8(13.6)

住本 (19.3.31) 90,018人  人 人 人 配当割交付金 20,671 20,671 0.1公    債    費 2,514,196 10.1 2,393,618 2,393,618 15.6(16.7)

民台 (18.3.31) 89,072人 口 H12年 　  ％ 　   ％ 　     ％ 株式等譲渡所得割交付金 11,368 11,368 0.1内  元利償還金 2,508,822 10.1 2,388,244 2,388,244 15.6(16.6)

基帳  増 減 率 1.1％ 4,446 国調 0.7 17.4 81.9 地方消費税交付金 639,171 639,171 4.2訳  一時借入金 5,374 0.0 5,374 5,374 0.0(0.0)

平成17年度 平成18年度 特別地方消費税交付金 0 0 0.0   小    計 13,010,368 52.3 9,081,416 8,845,134 57.8(61.6)

　　　区　      分 　　  千円 　　  千円 　 区　　 分 　   指　数　等 　の状況 自動車取得税交付金 66,072 66,072 0.4物    件    費 3,016,558 12.1 2,469,259 2,133,230 13.9(14.8)

○市町村圏 地方特例交付金 207,489 207,489 1.4維 持 補 修 費 145,944 0.6 129,224 127,624 0.8(0.9)

 1　歳  入  総  額  Ａ   再建､山村 地 方 交 付 税 4,602,224 4,145,118 27.1補  助  費  等 1,307,267 5.3 1,049,657 745,639 4.9(5.2)

  財政､過疎   (普通交付税) 4,145,118 4,145,118 27.1繰    出    金 2,825,976 11.3 2,472,424 1,142,281 7.5(7.9)

 2　歳  出  総  額  Ｂ   不交付   (特別交付税) 457,106 ‐ ‐ 投資出資貸付金 26,058 0.1 25,906 25,516 0.2(0.2)

 3  歳入歳出差引額   新産     小      計 14,142,866 13,685,760 89.4積    立    金 359,981 1.4 331,952

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   低開発 交通安全対策特別交付金 15,243 15,243 0.1 ‐ ‐ ‐

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭 分担金 負担金 473,591 - ‐

　  べき財源        Ｄ 使    用    料 280,325 15,111 0.1投 資 的 経 費 4,216,873 16.9 623,154　経常収支比率

 5　実 質 収 支  ア  ｲ 　事務の共同 手    数    料 171,712 19,961 0.1  うち人件費 184,820 0.7 184,820 85.1

　C-D  Ｅ 　処理の状況 国 庫 支 出 金 4,860,138 ‐ ‐
　

　 普通建設事業 4,216,873 16.9 623,154 (90.6)

  ｲ-ｱ ○ごみ処理 国有提供施設交付金 513,666 513,666 3.4 補  助 3,734,239 15.0 234,456

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ ○し尿処理 県  支  出  金 1,648,138 ‐ ‐ 単  独 481,914 1.9 388,434

　    うち財政調整基金 　伝染病関係 財  産  収  入 178,052 116,786 0.8 受託（補助） 720 0.0 264

 7  積　　立　　金　 Ｇ       うち減 債 基 金   小学校関係 寄    附    金 118,575 ‐ ‐ 県事業負担等 - - -

  その他特定目的基金   中学校関係 繰    入    金 303,500 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ 0   地方債現在高    25,054,731   税務関係 繰    越    金 361,198 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

　うち政府資金現在高   21,286,301   火葬場 諸    収    入 167,821 2,731 0.0 ‐ ‐ ‐ 93.3

 9  積立金取くずし額 Ｉ   債務負担行為額     8,283,895   消  防 地    方    債 2,210,900 929,500 6.1 ‐ ‐ ‐ 　（H18.4.1現在）

10　実質単年度収支  （翌年度以降支出予定額）    3,791,811 ○その他 15,298,758

　　F + G + H - I　 Ｊ 　　　― (14,369,258)

法適用 実　質 普通会計からの 職員数      特　別　職　等

  事　業　名 の有無 収支額　千円 繰入額　　千円 人 決算額 構成比  増減率  基準税額 超  過 決算額 構成比 充当一般財源等

国民健康保険事業   無 年 月 日 　　　　　　 円 千円     ％ ％  ×100/75 課税額 千円 ％

老人保健医療事業   無  市町村長  H8.4.1 901,000  個人分 85,628 2.3 ‐  議    会    費 283,333 1.2 283,333

土地区画整理事業   無  助  役    〃 742,000  法人分 145,449 8.4 ‐  総    務    費 3,306,930 13.3 2,922,106

下 水 道 事 業   無  収入役    〃 672,000 2,549,191 8.9 ‐  民    生    費 9,193,574 36.9 4,749,698

介護保険事業   無  教育長    〃 672,000 521,205 56.2 ‐  衛    生    費 1,378,218 5.5 1,189,185

介護サービス事業   無  議会議長  H10.4.1 479,000  固 定 資 産 税 3,898,427 1.7 ‐  労    働    費 92,555 0.4 87,933

上 水 道 事 業   有 31 議会副議長   〃 426,000  軽 自 動 車 税 172,057 9.7 ‐  農 林 水 産 費 155,078 0.6 75,339

   区     分  職  員  数  1人当たりの給料月額  委員長    〃 409,000  市町村たばこ税 508,141 1.0 ‐  商    工    費 178,584 0.7 156,867

551 317,600 円  議会議員    〃 400,000  電    気    税 ‐ ‐ ‐  土    木    費 3,643,175 14.6 1,238,220

81 320,600 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  ガ    ス    税 ‐ ‐ ‐  消    防    費 749,569 3.0 718,096

34 344,300 円 　 ‐ 　 ‐         ‐  特別土地保有税 - - ‐  教    育    費 3,413,813 13.7 2,368,597

585 319,200 円 　 ‐ 　 ‐         ‐ 法定外普通税旧法税 ‐ ‐ ‐  災 害 復 旧 費 - ‐ -

 目    的    税 2,530 △ 35.2 ‐  公    債    費 2,514,196 10.1 2,393,618

均等割 3,000円  　　　　50 千円 内  入  湯  税 2,530 △ 35.2 ‐  諸  支  出  金 ‐ ‐ ‐

標準税率に  　　3,000 千円  都市計画税 ‐ ‐ ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

対する比率 容  そ  の  他 ‐ ‐ ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐ ‐
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